通　知　書

平成〇〇年〇〇月〇〇日

前略

１　通知人は貴社に対し、不当利得返還請求又は債務不履行若しくは不法行為に基づく損害賠償請求として通知人が貴社に対して支払った証拠金の合計額〇〇〇万円から，平成〇〇年〇〇月〇〇日に貴社から通知人に対して返戻された金〇〇〇円円を差し引いた金〇〇〇円の支払いを請求します。

　２　勧誘段階の事実関係

通知人は，貴社と取引するまで，商品先物取引に関与したことはなく，これらの取引を主体的に行うに足りる知識及び経験を全く持ち合わせていません。また，通知人は〇〇〇として業務に従事しており，商品先物取引を自主的に行うのに必要な情報の収集や判断をするのに十分な時間を持つことができない者です。

貴社はこのような通知人に対し，平成〇〇年〇〇月〇〇日，貴社従業員〇〇〇〇をして通知人の自宅への電話により商品先物取引の勧誘をし，同月〇〇日通知人自宅を訪問した同人から，さらに勧誘を受けました。その際，貴社従業員は，「委託のガイド」を交付し，それを使用して〇〇時間ほど説明しましたが，商品先物取引の危険性についてはほとんど触れず，反対に「〇〇〇〇だから，絶対に〇〇商品は上がる。」，「〇〇は〇〇パターンなので利益が出る。」，「銀行へ貯金するつもりで預けてほしい。」などと利益や安全性ばかりを強調しました。このように，貴社従業員の説明は，通知人が商品先物取引の危険性について理解するには不十分なものであったため，通知人は，貴社従業員の巧みな勧誘により，たとえ投資をしても貴社に任せれば簡単・安全・確実に利益が出せるものと誤信し，貴社と商品先物取引委託契約（以下，「本件先物取引契約」といいます。）を締結する決意をし，同日，貴社と契約しました。

３　取引開始後の事実関係

（１）通知人は，貴社従業員の指示に従い，貴社に対し，平成〇〇年〇〇月〇〇日に金００万円を委託本証拠金として支払ったほか，その後も，〇〇月〇〇日に金〇〇万円，同月〇〇日に金〇〇万円，同年〇月〇〇日に金〇〇万円の合計金〇〇〇万円を委託本証拠金として支払いました。

（２）このように貴社に委託本証拠金を支払った通知人は，貴社従業員の勧誘に従い，平成〇〇年〇〇月〇〇日、〇〇（東京工業品取引所）の先物取引を開始し，同年〇〇月〇〇日，（東京工業品取引所）についても先物取引を開始しました。これらに加え，貴社従業員は，同年〇〇月〇〇日，通知人の指示に基づかずに〇〇商品取引所においても〇〇の先物取引を開始させました。

通知人は，上記平成〇〇年〇〇月〇〇日の取引について，貴社に対して具体的売買指示を行うことはありませんでした。このほかにも，通知人が貴社に対する具体的売買指示を行っていないにもかかわらず，貴社従業員により取引が行われたことは，複数回にわたってありました。他方で，通知人からの売買指示が形式的には存在した取引についても，通知人は，商品先物取引の素人であったため，貴社従業員の連絡内容を理解できず，言われるままに取引を継続させました。

（３）通知人は，平成〇〇年〇〇月〇〇日，貴社従業員から「このままだと追証が出てしまうので，守りの資金を作ったほうがよい。」などと勧誘されるがままに７回の両建を行い，その後も両建を繰り返しました。

（４）また，貴社従業員は，通知人が同年〇月末ころから手仕舞いを求めたのに対し，「決済すべきときが来たら，こちらから言いますから。」などと答えてこれに応じようとはせず，さらに，同年３月上旬ころ，通知人が，別の貴社従業員に対しても手仕舞いを求めたにもかかわらず，同従業員は，「手仕舞いをするには１０日はかかる。」などと明らかに虚偽と思われる説明を行い，通知人の要求に応じませんでした。

これに加え，同月〇〇日貴社従業員が通知人自宅を訪れた際，通知人が既に貴社従業員に対して手仕舞いを求めている旨を申し述べたにもかかわら，手仕舞いを思いとどまるように説得するばかりではなく，逆に，別の商品〇〇〇の取引をするようにと執拗に再勧誘を行い，結局，通知人の手仕舞い要求に応じませんでした。

（５）通知人は，平成〇〇年〇〇月〇〇日，貴社に対して全ての取引の手仕舞いを求め，本件先物取引契約を打ち切りました。その後，ようやく通知人は，貴社より，手仕舞い金として，金〇〇〇円の返還を受けました。

４　先物取引契約の取り消しと貴社の行為の違法性について

（１）本件先物取引契約の取消し

通知人と貴社との本件先物取引契約は，貴社従業員が通知人に対し，かかる取引が極めて危険性の高い投機取引であるという重要事項について不実告知をし，不利益事実を告知せず又は〇〇商品の騰落傾向について断定的判断を提供し，通知人をして，本件先物取引をしても貴社に任せれば簡単・安全・確実に利益が出せ，商品の騰落傾向についても貴社従業員の言うとおり容易にこれを予測しうるものと誤信をさせた上で締結させたものですので，通知人は，消費者契約法４条または民法９６条１項（詐欺）に基づき，本件先物取引契約を取り消す旨の意思表示をします。

（２）本件先物取引契約による損害賠償請求

貴社の通知人に対する勧誘行為及び個々の取引は，以下に示すとおり，本件先物取引契約の受託者である貴社が本来遵守すべき法令諸規則，貴社が委託者たる通知人に対して負う善管注意義務，誠実公正義務及び信義則上負うべき注意義務に違反し，取引公序を逸脱する反社会性の強いものとして公序良俗（民法第９０条）に違反する無効な取引であるとともに，不法行為（民法７０９条）ないし債務不履行（民法４１５条）に該当し，貴社は，通知人に対し，損害賠償責任を負います。

ア　適合性原則違反

通知人は，前述１のとおり，貴社と取引をするまで商品先物取引をしたことのない者であり，また，かかる取引を的確に行う知識及び経験もありません。かかる通知人に対して貴社がなした本件先物取引契約締結の勧誘は，適合性原則違反（商品取引所法２１５条）に該当します。

イ　断定的判断の提供

貴社は，その従業員に，通知人に対して，前述１のように勧誘段階で，利益を保証するかのような言辞を用いさせて勧誘させておりますが，商品先物取引は極めて投機性の高い危険な取引であり，このような勧誘の方法は，商品先物取引のかかる性質を熟知している貴社従業員による詐欺行為であるとともに，断定的判断の提供（同法２１４条１号）に該当します。

ウ　説明義務違反

貴社従業員は，勧誘時，通知人に対して，前述１のように，商品先物取引の投機的本質，損害が発生する可能性があることに関する説明を十分に行っておりません。これは，説明義務（善管注意義務，信義則，受託等業務に関する規則４条，同５条４号）に反する行為です。

エ　両建の勧誘

貴社従業員は，通知人に対し，前述２のように両建を勧誘し，実際に両建と思われる取引を行っております。両建は，言うまでもなく，いわゆる客殺しの常套手段であり，その勧誘をすることは違法です（商品取引所法２１４条８号，９号，同法施行規則１０３条９号，受託等業務に関する規則５条１項６号）。

オ　無断売買及び実質的一任売買

貴社従業員は，前述のとおり，平成〇〇年〇〇月〇〇日付け〇〇商品取引所〇〇買玉新規〇〇枚ほか一部の取引について通知人の指示を得ておりません。また，通知人は，前述のとおり，商品先物取引に関しては全くの素人であり，個々の取引に対して，限月，取引日，場節，指し値と成り行きの別，枚数，建て落ちの別などの指示をする能力はなく，上記取引のその余の大部分についても，具体的指示を行うことなく，貴社従業員の言うままに従っていました。かかる一連の売買は，違法な無断売買または実質的一任売買（商品取引所法２１４条３号，同法施行規則１０３条３号）に該当します。

カ　利益金の不当な証拠金振替

また、貴社従業員が行った証拠金振替は，通知人に無断でなされたものであり，違法行為です（同規則１０３条１号）。

キ　仕切り拒絶

貴社従業員は，前述のとおり，通知人が手仕舞いを求めたのに対し，取引を継続することを勧めていますが，これは違法な仕切り拒絶（同規則１０３条７号）に該当します。

ク　手数料化率

今回の取引において，全損害金のうち委託手数料が占める割合は００，００％となっており、手数料稼ぎの取引と認められます（１０％を超えるものは違法との判例が有ります。）。

ケ　特定売買率

今回の取引におけるいわゆる特定売買比率は，同一建玉で重複している特定売買をそれぞれにつき各１回と数えた場合で〇〇．〇〇％，重複して特定売買を数えない場合で〇〇．〇〇％となっております。特定売買は，言うまでもなく受託業者が手数料稼ぎのために行う客殺しの手法であり，農林水産省の旧チェックシステムでは，この特定売買率を２０％以下に止めるように指導しており，かかる基準以上の比率の取引は違法取引と判断されるところ，上記のように今回の取引では，その基準を大きく上回っています。

コ　月間回転率

農林水産省は，月間回転率（取引回数／取引期間の全日数×３０）を１か月平均３回以内となるように指導していますが，本件において，取引回数（枚数とは無関係に仕切り回数を数えます。）が２８５回，取引期間の全日数が４５日であり，月間回転率は１か月あたり約１９０回となり，上記の基準を大きく上回っています。

サ　新規委託者保護義務違反

取引開始時から３か月間の取引枚数について，平成１１年４月１日以降，各受託業者の社内規定によることとなっていますが，従前は２０枚を超える建玉を行わせてはならないとされていたところ（日本商品取引員協会旧規則第６条），新規委託者に大きな危険及び損害を被らせることを防止するという同条の趣旨は，今日においてもあてはまり，かかる基準を大きく逸脱する取引は，当然違法性を帯びます。

しかるに，本件取引においては，取引開始からわずか〇日目の取引枚数が既に〇〇枚，平成〇〇年〇〇月〇〇日時点及び同月〇〇日時点の最多建玉は〇〇〇枚に至っており，しかもこれは取引開始時から１か月以内のものであって，上記基準を大きく上回る過当な取引として，違法性が認められます。

５　結論

よって、通知人は貴社に対し，不当利得返還請求又は債務不履行若しくは不法行為に基づく損害賠償請求として，通知人が被った損害金〇〇〇円の支払いを請求します。

本書面到達後１週間以内に，貴社からの任意の支払いがない場合は、弁護士に依頼し，通知人が負担した弁護士費用全額及び貴社が誠実に対応しなかったことに基づく通知人の精神的苦痛に対する慰謝料を加えた額を訴額として民事訴訟を提起し，かかる場合には，共同不法行為（民法７１９条），使用者責任（同法７１５条），取締役の第三者責任（会社法４２９条１項）に基づき，貴社のみならず，代表者を始めとする取締役及び勧誘行為等をした従業員も被告といたします。

また，経済産業省に対して商品取引所法１６０条に基づく業務改善命令の発動を，また，日本商品先物取引協会に対して同法２５３条に基づく制裁の発動をそれぞれ促す所存ですので，あしからずご了承ください。
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注　１　先物取引について、業者の行為を違法として支払った証拠金全額の返還を求める前提での通知書の案です。

　　２　先物取引については、被害者のほとんどが同じような形態で被害にあっています。もちろん具体的な事案によって異なりますが、多くの場合この通知書のような事実関係であると思われます。

　　３　２，３で事実関係について説明し、その事実を前提に４で２，３の事実が違法な行為であることを説明する当為構成になっています。２，３で当てはまる事実がなければ４でも記載は不要になります。

　　４　４については、専門的になりますが、詳細については当事務所の事例集を参考にしてください。

　　５　この通知書は、通常は依頼された弁護士が代理人弁護士として業者に通知する場合の書面を、本人が通知できるよう文言をアレンジしたものです。ですから、かなり専門的な内容となっています。ご自分で出すより、弁護士に依頼するにはこのような事実関係が必要ということで参考にしてください。



